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研究成果の概要（和文）：本計画では、リスク消費行動を生じさせる文脈的環境に応じた行動変容のコミュニケ
ーション・デザインを提唱することを目的としている。節電行動、不健康な食品消費行動、買い控え行動の行動
変容に導くフィールド研究を実施した結果、環境手掛かりが行動と誘発し、プライミングやプロンプトによる行
動文脈への介入が行動変容を生じさせることを指摘した。本計画では、心理的なデザインを用いて行動文脈の影
響力を変容させる新たな介入アプローチ法を提案した。

研究成果の概要（英文）：The research project studied the new communication design to intervene the 
behavioral contexts that induce risk behaviors of consumption. The research implemented field 
experiments that changed energy saving behavior, unhealthy eating behavior and conservative buying. 
Results indicated that environmental cues induced unwanted behaviors and context changes by goal 
priming or prompt reduced the behaviors. The project suggests a new intervention approach that 
psychological designed cues modify the influences of behavioral context.

研究分野：リスク心理学

キーワード： 行動変容　消費行動　節電行動　健康行動　買い控え行動　プライミング　スティグマ　フィールド研
究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 電気の浪費や不健康な食品消費は、社会や
健康を脅かすリスク消費行動である。例えば、
福島原発事故後、日本の電力が逼迫しており、
恒久的な電力消費の抑制が求められている
が現状は程遠い。また、世界的規模での肥満
の蔓延にWHOが警鐘を鳴らしているが、そ
の原因である高カロリーな食品を多く摂取
するライフスタイルを多くの人々が取り続
けている。このようなリスク消費行動に対し
て、個人の意志にはたらきかけて行動変容に
導く従来型のリスク・コミュニケーションで
は限界があることが最近の心理学の課題と
して議論されてきた(Sheeran et al., 2013)。 
 したがって、行動変容を実現させるために
は、個人の意志を変えるのではなく、リスク
消費行動を誘発している環境の影響を変容
する新たなコミュニケーションの提唱が必
要となる。本研究では、環境が個人に消費行
動を誘発する影響プロセスそのものを変え
る『デザインド・コミュニケーション』とい
う新たな行動変容の介入理論として進展さ
せるフィールド研究を行うことを目的とす
る。具体的には、1)リスク消費行動を生じさ
せる文脈的環境にアセスメントを行い、2)ゴ
ール・プライミングやプロンプトといった心
理的手掛かりを導入して文脈的環境の影響
をデザインし直すことで行動変容に導く、
人々の反応プロセスを生じさせる環境その
ものに心理学的な介入を行う新たな理論的
枠組を提唱する。 
 
２．研究の目的 
(1) 電力消費行動の変容のためのデザイン
ド・コミュニケーションのフィールド研究 
 日常場面にある電化製品は、使うことを誘
発するが使わないことは誘発しない。そのた
め電化製品の存在自体が電気の浪費を招い
ている。そこで、電気の使用を誘発する環境
要因の影響を変容させるため、心理的なデザ
イン刺激を導入し、電力消費を抑制するフィ
ールド実験を行う。近年、プライミングを用
いたデザイン刺激は、従来の態度変容のアプ
ローチで困難であった非意図的なプロセス
による行動変容として有効的であると考え
られている。その一方で、プライミングとな
る刺激が一貫した効果を生させない懸念も
示唆されている。例えば、食べ物の刺激のプ
ライミングは、食事の節制がうまくできてい
る人には効果あるが、節制がうまくできてい
ない人には効果がないことが指摘されてい
る(Papies et al., 2008)。このようにプライミン
グによる介入を行ったとしても、効果が一律
に生じない可能性が想定できる。そのため、
有効的な行動変容アプローチとして発展さ
せるためには、プライミング効果を作用する
調整変数を明らかにすることが重要である。 
 具体的には、本研究では、節電行動を対象
に、日常場面の節電行為を連想させるプロン
プト型の閾上のプライミング刺激を用いた

フィールド実験を行い、プライミング効果を
左右する心理的な調整変数を検討する。とく
に、本研究では、習慣から行動に至る意図的
および非意図的プロセスがどのような調整
効果を生じさせるのかを明らかにするため、
2 重動機モデルの枠組(Ohtomo, 2013)を用い
て検討する。2 重動機モデルは、習慣が先行
要因として、意図的な節電行動を取ろうとす
る行動意図と、日常の繰り返しとして非意図
的に電気を使用する行動受容の 2つの動機プ
ロセスを介して行動を規定すると仮定され
ている。本研究では、習慣から行動に至る意
図的及び非意図的な動機的プロセスのどち
らにより節電プライミングの効果が調整さ
れるのか検討を加える。 
 
(2) 不健康な食品消費行動の変容のためのデ
ザインド・コミュニケーションのフィールド
研究 
 いつでも不健康な食品が直ぐに手に入る
状況や、CM などの広告との接触度も不健康
な食品消費行動を誘発する文脈的環境であ
る。このような文脈的環境下では、ダイエッ
トの意図があっても不健康な食品消費行動
を抑制することはますます困難になる。実際
に、意図と行動の乖離は、個人の意志に基づ
かない非意図的なプロセスによって行動が
生じている。そのため、ダイエットの意図を
強めたとしても、意図とは無関係なプロセス
によって行動が生じ、思うように変えること
ができない。とくに、行動が習慣化した場合、
個人の内的な行動コントロールが行動文脈
となる環境に委譲されて自動的に行動が生
じるため、意識的に行動をコントロールする
ことが困難になることが指摘されている
(Ohtomo, 2013)。また、ダイエットをプライミ
ングするポスターを行動場面に設置するこ
とで、消費行動が一次的に抑制できることが
示唆されている(Papies & Hamstra, 2010)。本研
究では、個人の意図ではなく個人の潜在的な
反応を生起させるダイエット・プライミング
より、外的な刺激を用いて習慣の非意図的な
影響プロセスを抑制し、不健康な食品消費行
動を減少させる環境デザイン型アプローチ
による行動変容の検討を目的とした。 
 具体的には、スナックの消費行動を対象に、
ダイエットを連想させる刺激を環境に導入
することで、非意図的にお菓子を消費してし
まう習慣の影響を抑制し、消費行動の変容に
導くプロセスを仮定した。とくに、本研究で
は、プライミングは、個人の意識的なダイエ
ットの意図とは独立して、習慣の非意図的な
影響を抑制できることを明らかにする。 
 
(3) 福島産の農産物の買い控え行動の解消の
デザインド・コミュニケーションのフィール
ド研究  
 福島原発事故によって引き起こされた大
規模な放射線災害によって、福島県をはじめ
として東北地方の農水産物が一時的に出荷



停止となる事態が生じた。残留放射性物質の
検査が行われ、放射性物質の基準値を超えた
食品は市場に出荷されない体制がとられて
いるにもかかわらず、事故直後だけなくその
後も消費者による買い控え行動が続いたこ
とが問題となっていた(e.g. 消費者庁, 2016)。 
 このような買い控え行動を生じさせてい
る背景には、人々の放射性物質汚染に対する
漠然とした忌避的な反応が考えられる。とく
に、消費者の健康に対する正しくない反応は、
シンボリックな心的表象がヒューリスティ
ックとして生じさせていることが示唆され
ている(Sütterlin, & Siegrist, 2015)。本研究では、
産地に対するシンボリックな心的表象が買
い控えの忌避的反応のプライミング源とし
て作用するプロセスを検討するため、農産物
の産地の情報を操作したフィールド実験を
行う。具体的には、生鮮食品である桃を対象
に、肯定的な印象を抱きやすい国産、原発事
故後に不安な印象を抱きやすい福島産、食品
全体の不信感が強い中国産の 3つを比較する。
まず、研究 1は、生鮮食品として桃に対する
感情的評価、購買意図や健康評価を従属変数
として 3 つの産地の影響を検討する。次に、
研究 2では、産地の情報のシンボリックな心
理特性は本来の食品が持つ価値と独立して
生じることを検討するため、生鮮食品そのも
のではなく、加工品の一部に対象地域の農産
物を含んだ食品を対象にする。具体的には、
健康的な食品であるオーガニック・グラノー
ラに、ドライフルーツとして、国産、福島産、
中国産のいずれかの果物を含んだ設定にす
る。一連の研究により、忌避的な反応を生じ
させる文脈的環境へアプローチするための
コミュニケーション・デザインの検討を行う。 
 
３．研究の方法 
(1) 電力消費行動の変容のためのデザイン
ド・コミュニケーションのフィールド研究 
 プロンプト型の閾上のプライミング刺激
を作成し、その効果を検討した予備実験に基
づき、フィールド実験を行った。日常場面の
節電行動は生活習慣と密接に結びついてい
ため、短期的に行動を変容させることは難し
い。そこで、フィールド実験ではプライミン
グの操作を 1ヶ月間隔で 2回行うことで、中
期的な行動変容を生じさせるように計画し
た。参加者は、同じ居住地域内で、一般的な
電気の消費者を想定しているため、インター
ネット調査会社の関西圏内の登録モニター
を対象にした。フィールド実験は、画像刺激
により節電プライミングの操作が行われる
実験群(n = 188)と、操作が行われない統制群
(n = 176)とに、無作為に配置する 1要因 2水
準のデザインで実施された。実験条件で、年

齢(F(1, 360) = .258, p = .611)および性別(χ2 (1) 
= 1.14, p =.285)に違いは見られなかった。  
 実験は web上で行われ、第 1回目と 1ヶ月
後の第 2回目の時点は、変数の測定の後にプ
ライミングの画像刺激が呈示された。さらに
1 ヶ月後の第 3 回目の時点では、従属変数と
なる節電行動の測定が行われ、その後にデブ
リーフィングが実施された。フィールド実験
の測定変数として、電気の利用習慣(SRHI)、
節電の行動意図、電気使用の行動受容、節電
行動が用いられた。 
 
(2) 不健康な食品消費行動の変容のためのデ
ザインド・コミュニケーションのフィールド
研究 
 ①実験 1では、ダイエット・プライミング
がスナックの消費行動における習慣を抑制
し、行動変容に導く効果を検討するため、実
際の消費行動を対象にしたフィールド実験
を行った。フィールド実験は、大学生 139名
を対象にした集団場面で、ダイエット・プラ
イミング操作が行われる実験群(n = 67)と統
制群(n = 72)に無作為に配置された。実験では、
まず、最初にダイエット意図や習慣が測定さ
れ、次に、プライミングの操作として、実験
群ではスリムな女性のポスター画像が提示
され、統制群では猫の画像が提示された。そ
して、その 2週間後に、スナックの消費行動
が測定され、その後にデブリーフィングが実
施された。フィールド実験の測定変数として、
スナック消費の習慣(SRHI)、ダイエット意図、
スナックの消費行動(FFQ)が用いられた。 
 ②実験 2では、ダイエット・プライミング
が、日常の誘惑的な場面で効果を及ぼしてい
るのかを検討するため、2 重動機モデル
(Ohtomo, 2013)における衝動的な消費を生じ
させる行動受容の影響についても検討を加
える。フィールド実験は、大学生 100名を対
象にした集団場面で、ダイエット・プライミ
ング操作が行われる実験群(n = 50)と統制群
(n = 50)に無作為に配置された。実験では、ま
ず、最初にダイエット意図、行動受容や習慣
が測定され、次に、プライミングの操作とし
て、実験 1と同様に、実験群ではスリムは女
性のポスター画像が提示され、統制群では猫
の画像が提示された。そして、その 2週間後
に、スナックの消費行動が測定され、その後
にデブリーフィングが実施された。フィール
ド実験の測定変数として、スナック消費の習
慣(SRHI)、ダイエット意図、行動受容、スナ
ックの消費行動(FFQ)が用いられた。 
 
(3) 福島産の農産物の買い控え行動の解消の
デザインド・コミュニケーションのフィール
ド研究  



 ①実験 1 は、生鮮食品として桃を対象に、
産地情報の 3条件(国産 vs 福島産 vs 中国産)
のシナリオ設定を比較する 1要因 3水準の参
加者間要因をデザインしている。実験参加者
は、インターネット調査会社の首都圏在住の
調査モニターのうち、主に家庭で家事を担当
している人を対象にした。産地情報の 3条件
に各 100名程度を、20代から 50代以上の年
代を層から抽出して無作為に配置した。3 条
件の間の年齢(F(2, 297) = .02, p = .985)および
性別(χ2(1) = .22, p = .894)に差がないことは確
認されている。実験では、産地の条件のシナ
リオ画像を提示し、その後に感情的評価を測
定した。次に、従属変数となる購買意図等を
測定し、最後にデブリ―フィングを行った。
測定変数として、感情的評価(SD法)、購買意
図、WTP(12段階)、食品の健康評価、食品安
全検査の信頼(能力および誠実性)、三浦ら
(2016)の放射線災害地域の食品に対する態度
および放射線・放射性物質影響不安を用いた。 
 ②実験 2 は、実験 1 と同様に、対象地域の
農産物を含んだオーガニック・グラノーラを
対象に、産地情報の 3条件(国産 vs 福島産 vs 
中国産)のシナリオ設定を比較する 1 要因 3
水準の参加者間要因をデザインしている。実
験参加者は、インターネット調査会社の首都
圏在住の調査モニターのうち、主に家庭で家
事を担当している人を対象にした。産地情報
の 3条件に各 100名程度を、20代から 50代
以上の年代を層から抽出して無作為に配置
した。3 条件の間の年齢(F(2, 297) = .01, p 
= .993)および性別(χ2(1) = .84, p = .657)に差が
ないことは確認されている。実験手続きおよ
び測定変数は、実験 1と同様である。 
 
 
４．研究成果 
(1) 電力消費行動の変容のためのデザイン
ド・コミュニケーションのフィールド研究 
 まず、操作前の変数にプライミングの実験
条件による差がないかの無作為化の検討を
行った。その結果、操作前(第 1回目) の電気
の利用習慣、節電の行動意図、電気使用の行
動受容に違いがないことが示唆され(Fs < 
1.68)、無作為化の妥当性が確認された。次に、
節電プライミングに対する調整効果を探索
的に検討するため、節電行動(第 3 回目)を従
属変数に、プライミング(実験群 vs.統制群)×
習慣(第1回目)×行動意図(第2回目)×行動受
容(第 2 回目)を独立変数とする一般線型モデ
ルによる分析を行った。その結果、行動意図
および行動受容の主効果、プライミング×行
動受容×習慣の交互作用が確認された(図 1; 
Fs > 5.47, p < .05)。この交互作用について検
討するため、Hayes(2013)のプロセス分析
（model 3)を行ったところ、行動受容低群に
おけるプライミング×習慣の単純交互作用
が有意であった(B = .60, p = .04, 95%LLCI 
= .12, ULCI = 1.08)。具体的には、行動受容低
群の、習慣低群と習慣中群においてのみプラ

イミング操作による節電行動の促進効果が
みられた。 
 以上の結果から、中期的な行動変容を目標
にした節電プライミングは、電気の利用習慣
や行動受容といった非意図的なプロセスの
要因に左右されることが確認された。つまり
節電プライミングの効果は一貫して人々の
節電行動を促進するのではなく、電気の利用
習慣の強さや反応的な電気使用の行動受容
の強さにより減弱するといえる。そのため、
プライミングよる行動変容の介入の際は、
人々の心理的な変数が表す状態に応じたア
プローチが重要であることが示唆された。一
連の研究成果の一部は、大友(2015)において
研究発表されただけなく、エネルギー・資源
誌(大友, 2016)に掲載された。 
 
(2) 不健康な食品消費行動の変容のためのデ
ザインド・コミュニケーションのフィールド
研究 
 ①実験 1では、実験条件の無作為化の確認
を行うため、実験操作前の年齢、ダイエット
意図、習慣について、１要因(実験群 vs. 統制
群)の分散分析を行った。その結果、実験条件
による違いがないことが示唆され(Fs < .27)、
無作為化の妥当性が確認された。次に、ダイ
エット・プライミングのスナックの消費行動
への効果を検討するため、ダイエット・プラ
イミングの条件(実験群 vs. 統制群)を質的変
数、ダイエット意図および習慣を量的変数の
独立変数とする一般線型モデルを実施した。
その結果、ダイエット・プライミングの主効
果(F (1, 133) = 5.23, p = .024, ηp

2 = .04)および、
習慣の主効果(F (1, 133) = 6.84, p = .010, ηp

2 
= .05)、ダイエット・プライミング×習慣の交
互作用が確認された (F (1, 133) = 5.95, p 
= .016, ηp

2 =. 04)。交互作用について、単純傾
斜の分析の結果、統制群では習慣の影響がみ
たれたのに対し(β = .89, p = .001)、実験群では
影響がみられなかった(β = .03, p = .874)。 
 したがって、習慣が消費行動を規定してお
り、その習慣の影響はダイエット・プライミ
ングに抑制されることが示唆された。つまり、
ダイエット・プライミングは、習慣の影響を
調整することで、行動変容に導く効果がある
ことが指摘された。 
②実験 2では、実験条件の無作為化の確認

図 1節電プライミングに対する習慣×行動の調整効果 



を行うため、実験操作前の年齢、ダイエット
意図、行動受容、習慣について、１要因(実験
群 vs. 統制群)の分散分析を行った。その結果、
実験条件による違いがないことが示唆され
(Fs < 2.28)、無作為化の妥当性が確認された。
次に、ダイエット・プライミングのスナック
の消費行動への効果を検討するため、ダイエ
ット・プライミングの条件(実験群vs. 統制群)
を質的変数、ダイエット意図、行動受容、習
慣を量的変数の独立変数とする一般線型モ
デルを実施した。その結果、行動受容の主効
果 (F (1, 84) = 10.01, p = .002, ηp

2 =. 11)、習慣
の主効果(F (1, 84) = 9.80, p = .002, ηp

2 =. 11)が
確認された。さらに、ダイエット・プライミ
ング×行動受容の交互作用 (F (1, 84) = 4.18, p 
= .044, ηp

2 =. 09)、ダイエット・プライミング×
ダイエット意図の交互作用 (F (1, 84) = 7.88, 
p = .006, ηp

2 =. 09)が確認された。ダイエッ
ト・プライミング×行動受容の交互作用につ
いて、単純傾斜の検定を行ったところ(図 2)、
統制群の習慣の影響力(β = 1.18, p = .001)の方
が、実験群の習慣の影響力(β = .87, p = .001)
よりも強いことが示唆された。次に、ダイエ
ット・プライミング×ダイエット意図の交互
作用について、単純傾斜の検定を行ったとこ
ろ、実験群のダイエット意図によるスナック
の消費行動の抑制効果がみられたのに対し 
(β = -.68, p = .001)、統制群ではその効果が見
られなかった(β = .10, p = .719) 。 
 したがって、ダイエット・プライミングは、
行動受容の影響力を減弱し、行動意図の影響
力を促進することで、消費行動の変容を導い
ている可能性が示唆された。つまり、ダイエ
ット・プライミングは、スナックの消費行動
を規定するような衝動的なプロセスを抑制
するような調整効果あることが考えられる。 
 以上の研究成果の一部は、EHPS & BPS 
Annual Conference(Ohtomo, 2016)や 31st ICP 
(Ohtomo,2016)の研究発表だけでなく、
Appetite誌(Ohtomo, 2017)に掲載された。 
 
(3) 福島産の農産物の買い控え行動の解消の
デザインド・コミュニケーションのフィール
ド研究  
 ①実験 1では、ランダマイズの確認もかね
て、日本の食品安全検査の信頼および放射線
災害地域の食品に対する態度や不安につい
て、産地条件による 1要因分散分析を行った。

その結果、どの変数においても産地条件の違
いはみられなかった(Fs < 1.36)。したがって、
条件による信頼や態度における偏りは確認
されなかった。 
 次に、食品に対する感情的評価、健康評価、
購買意図、WTPを対象に産地条件による同様
の分析を行った(表 1)。まず、感情的評価に関
して、産地条件による違いが確認された(F(2, 
297) = 92.79, p < .001, ηp

2 = .39)。具体的には、
国産>福島産>中国産の順で肯定的な感情的
評価に差がみられた。次に、食品に対する健
康評価に関しても、産地条件による違いが確
認された(F(2, 297) = 21.52, p < .001, ηp

2 = .13)。
具体的には、国産および福島産よりも、中国
産の健康評価が低かった。その次に、購買意
図に関しても、産地条件による違いが確認さ
れた(F(2, 297) = 35.82, p < .001, ηp

2 = .19)。具
体的には、国産および福島産よりも、中国産
の購買意図が低かった。最後に、WTPに関し
ても、産地条件による違いが確認された(F(2, 
297) = 22.99, p < .001, ηp

2 = .13)。具体的には、
国産および福島産よりも、中国産の購買価格
が低かった。そのため、中国産に比べて、国
産と福島産の購買に関する評価は同等であ
ると考えられる。しかし、感情的評価におい
て全ての産地で違いがみられたように、間接
的な影響として、感情レベルでの行動への差
異が生じている可能性が考えられる。 
②実験 2 では、ランダマイズの確認もかね
て、放射線災害地域の食品に対する態度や不
安について、産地条件による 1要因分散分析
を行った。その結果、どの変数においても産
地条件の違いはみられなかった(Fs < .189)。 
  次に、食品に対する感情的評価、健康評価、
購買意図、WTPを対象に産地条件による同様
の分析を行った。まず、感情的評価に関して、
産地条件による違いが確認された(F(2, 297) = 
20.09, p < .001, ηp

2 = .12)。具体的には、国産と
福島産よりも、中国産は肯定的な感情的評価
が低かった。次に、食品に対する健康評価に
関しても、産地条件による違いが確認された
(F(2, 297) = 14.25, p < .001, ηp

2 = .09)。具体的
には、国産と福島産よりも、中国産の健康評
価が低かった。その次に、購買意図に関して
も、産地条件による違いが確認された(F(2, 
297) = 8.65, p < .001, ηp

2 = .06)。具体的には、
国産および福島産よりも、中国産の購買意図
が低かった。最後に、WTPに関しても、産地
条件による違いが確認された(F(2, 297) = 
22.99, p < .001, ηp

2 = .13)。具体的には、国産お
よび福島産よりも、中国産の購買価格が低か
った。以上、対象地域の農産物を含んだオー
ガニック・グラノーラの研究に関しては、中
国産に比べて、国産と福島産の購買に関する

国産 4.08 (.63) 3.34 (.90) 3.57 (1.12) 6.23 (2.32)

福島産 3.76 (.81) 3.09 (.90) 3.31 (1.17) 5.74 (2.53)

中国産 2.60 (.95) 2.52 (.90) 2.33 (1.00) 3.98 (2.54)

感情的イメージ 健康評価 購買意図 WTP

表 1感情的評価、健康評価、購買意図、WTPの平均(SD) 

図 2 ダイエット・プライミングの条件の行動受容の単純傾斜 
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評価は同等であることが示唆された。そのた
め、産地に対するシンボリックな表象のプラ
イミング効果があるものの、国産と福島産に
は大きな違いが生じないことが示唆された。 
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